

























































The Japanese Red Cross Medical Society
は、一人の高齢者をほぼ一人の若者の保険料や税金で支える時代となる。明らかに今までの医療経済では成り立
たない時代が待ち構えている。これまで国は医療を保険料では賄えずこれを国債発行という国の借金で補填して
きたが、国債が GDP の2倍を超えてしまい、現状のままを続けると国が破綻することが確実となってきている。
国費の歳出で増え続けているのは社会保障費のみであり、今年6月に安倍内閣は、毎年1兆円ずつ増加してきた社
会保障費用の毎年の増加を今後5,000億円 に抑制すると明言した。国は年金の支出をこれ以上増やさない仕組み
を作り終えており、増え続ける医療費を抑制することは国の存続にとって至上命令となっている。医療費の増加
の原因は高齢者が増えることと、医療の進歩（高額な薬剤や高額な手術・装置の開発）である。医療の質を保ち
ながらその増加を抑制することが求められている。今まで通りの医療ではとても実現できない。医療界が自らの
努力でこれを成し遂げなければ我が国を維持できないのである。
　一方われわれ赤十字病院の職員としては、医療従事者であることに加えて赤十字職員としてこの時代にどのよ
うな役割が期待されているのか？
　赤十字は世界の189カ国のほぼ全世界にあまねく設立された共通の理念のもと、同一の赤十字基本原則に基づ
いて活動する組織である。その原則は50年前に採択された7原則であり、それは①人道②公平③中立④独立⑤奉
仕⑥単一⑦世界性である。日本赤十字社は社の規模及び事業規模において世界最大の赤十字社である。近衛日本
赤十字社社長が国際赤十字・赤新月社連盟の会長に2期に渡り選出されてきたのも、日赤の138年にわたる活動の
評価がその大きな要因であろう。看護師養成も開始後125年目を迎え、我が国の看護界に多くの優秀な人材を輩
出してきた。我々日赤はこのような歴史を持ち、世界に対してもその存在感を示している。国際救護活動は、92
病院を傘下にもつ強みから、海外活動の資格を有する優秀な医療従事者を多数養成しており、医療救護活動や保
健活動を積極的に行っている。一方目を国内に移すと、21世紀の我が国における赤十字としてどのような活動を
求められているのか？そしてその活動に病院の職員はどのように参加して行くのかを、真剣に考える時期に来て
いる。世界の奇跡とまで言われた戦後の復興と高度経済成長を遂げた我が国が、経済成長が停止し、世界が経験
したことがないほどの少子高齢化社会に急速に落ち込んでゆく今、赤十字としての行うべき活動を衆知を集めて
考えることが今求められている。
10月
15日
（木）
シンポジウムⅠ
